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Abstract
   In these days, globalization is an important topic in Japan. It is strongly expected to provide more 
opportunities for university students to develop foreign language competence and intercultural 
competence in the curriculum of university education. The number of Japanese university students 
who participate in short-term study abroad programs has been increasing drastically based on the 
strong promotion from Japanese government and industry. In this paper, the effects of short-term 
language training programs are considered, analyzing the results of the questionnaire for the 
students interested in studying abroad, and the reports of the participants of the short-term 
language programs.
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1 はじめに 
 
電気通信大学国際交流センターでは、夏季・春季休業
期間中に１ヶ月程度の語学留学プログラムを長年に渡り
実施してきている。本プログラムは所属や語学力を問わ
ず、広く全学生に門戸を開いている。グローバル人材育
成の一環として、このような大学の長期休業期間を利用
した短期の留学プログラムに関し、多くの大学では拡充
へ向けた積極的な取り組みが行われ、参加者は激増して
いる[1]。他方、本学における本プログラムへの参加者数
は夏季・春季合わせて年間 20 名程度と少ない人数で推移
していた。これは、本学において１ヶ月程度の語学留学
に対し、その効果についての理解が乏しく、教育カリキ
ュラムにおける位置づけも不明確であり、教育プログラ
ムとして重要視されてこなかったことが背景にあると考
えられる。 
しかしながら、世界のグローバル化が急速に進む中、
エンジニアリングやサイエンス、産業としての IT 等の分
野では国際競争が激化している。当然のことながら、理
工系の技術者等にとって、専門性に加え、英語によるコ
ミュニケーション能力や、多様な文化・価値観を理解し
受け入れる姿勢、異なる環境に適応できる能力等はます
ます重要となりつつある。学生時代における海外経験は
その能力獲得の第一歩であり、大学は教育の一環として
その推進に積極的に取り組んでいく必要がある。 
こうした認識のもと、本学国際交流センターでは、短
期語学留学プログラムの意味を再確認し、その推進を図
るべく、2015 年度から、派遣先国の拡充、積極的な学生
への周知、教育プログラムとしての位置づけの明確化な
ど様々な取り組みを行ってきている。その一環として、
学生の留学に対する意識を把握するためのアンケートを
実施するとともに、実際に参加した学生による報告書を
通じて、プログラムの効果や課題について検証を行った。 
本稿では、電気通信大学における主として全学を対象
とした海外派遣プログラムの現状をまず述べる。次に学
内で実施した留学説明会の参加学生に対するアンケート
結果を分析・整理し、本学学生の留学に対する意識など
について考察する。さらに、2015 年度春季休業中に１ヶ
月前後の語学留学に参加した学生 29 名による帰国報告
書の内容から、短期語学留学の効果や課題などについて
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検証する。 
なお、短期語学留学の効果に関する先行研究としては、
日本の大学における多数の事例研究[2]、語学力の変化に
焦点をあてた研究[3,4,5]、異文化理解や情操面での変化
などに関する研究[6,7]など様々な研究が行われており、
その教育的効果を肯定的に示す報告が多いが、本学にお
いてはデータに基づく検証は初めて実施するものである。 
 
2 背景
 
近年、学位取得を目的とした日本人の海外留学は減少
傾向であるが、他方、学位取得を目的としない短期間の
海外留学者数は急増している[8]。 
独立行政法人日本学生支援機構（以下、JASSO）の「協
定等に基づく日本人学生留学状況調査結果」[1]によると、
日本人の留学生数は 2010 年度には 42,320 人のところ
2014年度には 81,219人と 5年間でほぼ倍増している(図
1)。この数字は、「協定等に基づく留学」と 2009 年度か
ら調査が開始された「協定等に基づかない留学」の合計
である。 
中でも特に１ヶ月未満の留学プログラムへの参加学
生数が急増していることがわかる（2010 年度の 20,787
人から 2014 年度の 48,853 人の約 2.4 倍増）。 
 
 
図１ 留学期間別日本人留学生数(期間不明を除く) 
 
このような短期の留学における参加者増の背景とし
て、日本政府による積極的な働きかけがある。例えば、
2011 年度に開始された独立行政法人日本学生支援機構
（JASSO）の短期留学支援制度（ショートステイ・ショ
ートビジット）において、従来は対象外とされていた３
ヵ月未満のプログラム（受入れ・派遣双方）の参加者に
対して奨学金が支給されるようになった。現在、この制
度は改編され、海外留学推進制度という名称で引き継が
れている。2016 年度の支援予定人数（予算人数）は
23,000 人（2015 年度は 22,000 人）と手厚い支援がなさ
れている[9]。 
さらに、日本再興戦略‐JAPAN is BACK-（2013 年 6
月閣議決定）においても、「世界に勝てる真のグローバル
人材を育てるため、意欲と能力のある若者全員への留学
機会の付与」と掲げられている[10]。 
こうした背景には、産業界からの強い要請がある。一
般社団法人日本経済団体連合会（以下、経団連）は、2010 
年 12 月に日本経済再生のための提言をまとめた「サン
ライズ・レポート」を発表し、その中でグローバル人材
育成の必要性と具体的な取り組みを提案している[11]。
これを受けて、経団連の教育問題委員会では、「産業界の
求める人材像と大学教育への期待に関するアンケート」
を企業等に実施した。アンケート結果では、グローバル
に活躍する日本人人材に求められる素質、知識・能力と
して、「既成概念に捉われず、チャレンジ精神を持ち続け
る」「外国語によるコミュニケーション能力」「海外との
文化、価値観の差に興味・関心を持ち、柔軟に対応する」
が上位となった[12]。 
 
3 電気通信大学における海外派遣制度
 
電気通信大学における海外派遣プログラムのうち、学
年や専攻分野を問わないプログラムは主として国際交流
センターで実施されている。特定の専攻分野や学年を対
象とした留学プログラムも学内においていくつか企画・
実施されているが、これらの内容については本稿では対
象としない。 
本学国際交流センターは、1995 年に「留学生センター」
として発足し、その後の改組を経て 2004 年度から国際
交流センターとなった。留学生センター発足当初から、
外国人留学生に対する教育や生活上の助言指導、及び海
外留学を希望する学生に対する教育・助言等を行ってき
た。 
本学において学生の海外派遣が開始されたのは 1994
年にさかのぼる。交換留学制度により、1994 年に初めて
協定校に学生を派遣し、追って、夏季・春季休業期間に
協定校で主催される語学留学プログラムへの派遣が開始
され、現在に至る。 
以下に、二つのプログラムについて現状や最近の取り
組みを述べる。 
 
3.1 交換留学 
 
交換留学制度とは、大学間交流協定に基づき協定校と
相互に学生を派遣し合うものであり、学生は半年～１年
間協定校に留学し、協定校が提供する授業を履修する。 
本学における交換留学への参加学生は極めて少ない。
過去５年間の派遣実績は、年間０～３名である。理由は、
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協定校が求める語学力要件が高いこと、学生の希望が多
い国・地域における協定校の数が限られていること、受
入れ学生と派遣学生の人数バランスを保つのが困難なこ
と、ほとんどのケースにおいて留年を伴うことなどであ
る。交換留学の推進も本学にとって大きな課題ではある
が、本稿では、学生が比較的気軽に参加可能な長期休業
期間中に実施される語学留学に焦点をあてる。なお、短
期の海外体験が交換留学への呼び水として効果的に働く
との研究もある[13]。 
 
3.2 語学留学 
 
夏期・春期休業を利用した１ヶ月程度のプログラム
（英語・中国語研修）である。従来は、オーストラリア
及び中国の協定校に限定して派遣してきた。近年の参加
者数は年間 20 名程度以下で推移し、伸び悩んでいた。 
そこで 2015 年度より、派遣先国の拡大や積極的な周
知などの取り組みを試みたところ 2015 年度春季には参
加者が 29 名（前年度同時期６名）と飛躍的に増加した。 
派遣先国の拡大については、2015 年度４月に開催した
留学説明会に参加した学生のアンケート結果[14]を通じ
て予想どおりではあったが、アメリカへの留学を希望す
る学生が非常に多いことが判明したため（2016 年度のア
ンケートでもほぼ同様であった（後述の図６））、2015
年度春季に米国への派遣プログラムを初めて企画し、実
現した。 
もう一つの重要な取り組みは単位の付与である。本学
では、海外留学・研修に対する単位付与として、協定校
との共同授業である ICT 国際プロジェクト教育科目（国
際 PBL）及び夏季休業期間中に実施される海外インター
ンシップには単位の付与がなされていたものの、語学留
学に関しては、単位付与を行う整備がなされていなかっ
た。 
国際交流センターから学部教育委員会への提案によ
り、新科目「海外語学研修」が設置され、2016 年度から
単位が付与できることとなった。語学留学を大学の正規
カリキュラムの一環として位置づけられたことは、大き
な前進である。 
2015 年度春季休業期間中の語学留学プログラムは、英
語研修はアリゾナ州立大学(アメリカ)及びクイーンズラ
ンド大学(オーストラリア)、中国語研修はハルビン工程
大学（中国）で実施した（表１）。 
学生は、現地での活動の前に、本学において事前研修
を受講した。研修内容には、願書作成などの他、海外で
安全に過ごすための危機管理研修、各国の社会・文化等
に関する異文化理解セミナーなどが含まれている。 
さらに帰国後は、参加結果に関する報告書（後述）の
提出及びグループごとにテーマを決めてプレゼンテーシ
ョンによる発表を行った。 
表１ 2015 年度春季語学留学派遣先 
派 遣 先 
参加
人数
滞在形態 期間 
アメリカ 
アリゾナ州立大学 
15 名 ホームステイ 3.5週間
オーストラリア 
クイーンズランド大学
9 名 ホームステイ 5 週間
中国 
ハルビン工程大学 
5 名 留学生寮 4 週間
 
4 留学説明会参加学生アンケート結果
 
2016 年４月に実施した留学説明会において、参加学生
にアンケートを実施した。その集計結果を検証する。本
アンケートは本学における海外派遣の推進にあたり学生
の留学に対する意識の把握を目的として、2015 年度から
実施している。アンケート内容を修正した 2016 年度の
結果を主に整理・検証した。 
アンケートの回答数は 63 件（説明会への参加者数は
約 100名）であった。表２は回答者の学年と性別である。
なお、各設問の集計にあたり、無回答は除いている。 
参加者のうち学部１年生が過半数であり、高学年の参
加者は少ない。また大学全体の男女比率に比べると女子
学生の比率が高く、女子学生の方が関心が高い。 
 
表 2  アンケート回答者内訳 
  （人）    
所 属 学年 男 女 計 
学 部 
1 年 27 12 39 
2 年 11 2 13 
3 年 4 2 6 
4 年 0 1 1 
小計  42 17 59 
大学院 
博士前期課程
1 年 3 0 3 
2 年 1 0 1 
小計  4 0 4 
総計  46 17 63 
 
次に、各設問ごとの回答結果を見る。 
 
質問１「本学在学中に期間を問わず留学したいと思いま
すか」 
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図２  留学の希望  
 
回答結果を図２に示す。留学説明会への参加者が対象
のため当然ではあるものの、「とても思う」が過半数を超
え、「どちらかと言えば思う」と合わせると 95％の学生
が留学を希望している。 
 
質問２「どのような留学に興味がありますか（複数選択
可）」 
 
 
図３  興味のある留学形態 
 
興味のある留学形態について複数選択可とした。「語
学留学」、「交換留学」、「異文化体験・交流」、「研究留学」、
「インターンシップ」の順となった（図３参照）。 
回答結果の特徴を以下に挙げる。 
 
a) 80％以上と非常に多くの学生が語学留学に関心を示
している。 
b) 40%の学生が交換留学に興味を示している。 
c) 25%の学生が研究留学に関心を示している。 
 
b)については、前述のとおり交換留学に参加する学生
は年間多くても数名という現状から判断すると注目に値
する。実際の参加者は少ないが、潜在的には、かなり多
くの学生が交換留学に関心を持っていることが判明した。
実際の参加学生数が少ない主な理由については、前述の
理由が考えられるが、さらなる調査が必要と思われる。 
c)については、アンケートの大学院生の回答者数の割
合に比べて大きい数値であり、特徴の一つと考えられる。 
 
質問３「留学するとしたらどれぐらいの期間を希望しま
すか（複数選択可）」 
 
 
図４  希望する留学期間 
 
「１～３ヶ月程度」、「半年～１年」、「２～３週間程度」
がほぼ同数であった（図４参照）。 
「半年～１年」もほぼ同数であったが、これは前述の
とおり交換留学に関心のある学生が多いということだろ
う。 
 国際交流センターで現在実施しているプログラムは最
短で３週間であるので、選択肢に入れなかったが、１～
２週間程度のプログラムについても多くの大学では積極
的に開発されてきているところであり、本学においても
今後の検討の必要があるのではないかと思われる。教育
的効果から考えるとやはりなるべく長期間が望まれるが、
勉学・研究・サークル活動などで多忙な学生にとっては、
やはり短期間のほうがいろいろな意味で参加へのハード
ルが下がると思われる。 
 
質問４「留学することによってどのような効果を期待し
ますか。（二つまで選択」）」 
 
 
図５ 留学に期待する効果 
 
「語学力の向上」が１番多く、「コミュニケーション
とても思
う 60%
どちらか
と言えば
思う 35%
あまり思
わない 3%
どちらで
もない 2% 全く思わ
ない 0%
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32 
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）」 
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能力向上」、「視野の拡大」が続いた（図５参照）。 
 
質問５「留学するとしたら、どの国（地域でも可）に行
きたいですか（希望順に３つまで記載）」 
 
 
図６ 最も留学したい国・地域 
 
図６は、最も留学したい国・地域のみを集計したもの
である。 
半数程度の学生がアメリカを最も留学したい国とし
て希望しており、２位のオーストラリアの３倍の数とな
っている。３位のカナダの次にイギリス、スウェーデン
などヨーロッパ諸国が続き、アジアやその他地域への留
学を希望する学生は極めて少数である。なお、この設問
には無回答の学生が 12 名いたことから、明確な留学先
のイメージを持たずに留学説明会に参加している学生も
比較的多いと言える。 
図７は、全回答の合計である。図６と比較し、中国や
東南・南アジアの国が少し増えているが、やはり欧米諸
国が圧倒的に多い。 
いずれにしても本結果から、本学学生の留学先につい
ての関心の幅はあまり広くはなく、北米、オーストラリ
ア、ヨーロッパなど比較的特定の国・地域に限られてい
ることがわかる。 
 
 
図７ 留学したい国・地域（1 人 3 か国・地域まで） 
 
 アンケートには、その国・地域を希望する理由につい
て自由記述欄を設けた。学生に人気のある上位３ヵ国（ア
メリカ、オーストラリア、カナダ）について、主な理由
は以下であった。カッコ内は各理由を書いた人数である。 
 
アメリカ：技術・研究等が最先端であるから（10）、英
語を学びたいから（９）、多文化だから（３）、将
来働きたいから（２）他  
 
オーストラリア： 英語を学びたいから（５）、留学生受
入れ体制が整っているから（２）、一度行ってよか
ったから（１）他  
 
カナダ： 英語を学びたいから（４）、一度行ってよかっ
たから（２）、自然が豊かだから（２）、アメリカ
と近いから（２）他 
 
 ３ヵ国とも英語を学びたいという理由が多い。アメリ
カに対しては、研究や技術の先進性に興味を示す学生が
多い。他方、オーストラリア、カナダに対しては、留学
の受入体制を挙げるとともに、安心感・親近感を抱いて
いる学生が多いようである。 
 
質問６｢留学に関しての不安や障害は何ですか(二つまで
選択)」 
 
1
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図８ 留学に関しての不安・障害 
 
費用が１位である。2015 度に留学説明会参加者を対象
として実施したアンケート[14]では、費用は語学力に次
ぐ２位であった。2014・2015 年度に実施された大学か
らの海外渡航助成が 2015 年度をもって打ち切りとなっ
たことも背景として考えられる。 
一方、本学学生支援センターが 2014 年度に本学学生
一般を対象として「学生アンケート」[15]を実施してい
る。その中に海外留学に関する質問がいくつか含まれて
いる。「海外留学に興味がない、又は、今後海外留学しな
い理由は何ですか」という質問に対し、最も多かった回
答が「語学力に不安がある」で 34％、次に「全く関心が
ない」19％が続いた。この結果からも学生は留学に関心
がないというより、関心はあっても語学力に不安がある
ため希望しない傾向が大きいことがわかる。続いて、「学
業が遅れるのが心配」が 13％、「現在準備中である」が
13％、「留学のための費用がない」が 11％であった。留
学説明会に参加した学生は、より現実的に費用について
考えている一方、学生一般は費用以前に語学力の不安に
より留学を敬遠していることが読み取れる。 
なお、語学留学の費用は英語圏であるアメリカ・オー
ストラリアでは、授業料、ホームステイ（食事付）、航空
券代等を含めて 50 万円前後であった。基本的には経済
成長に伴う継続的な物価の値上がりにより現地通貨での
費用は毎年のように上昇している。他方中国は、15 万円
程度と非常に安価である。 
留年は、半年～１年間の交換留学の際に関係すること
であり、留年という障害が交換留学への参加をとどまら
せていることが伺える。 
 以上、2016 年４月に実施した留学説明会における学生
アンケート結果について考察した。 
 
5 短期語学留学プログラムへの参加の動機
と成果  
 
実際に短期語学留学に参加した学生はどのような動
機で参加を決意し、いかなる成果を感じたのだろうか。 
2015 年度春季休業中に実施された語学留学プログラ
ムに参加した全 29 名（男子 17 名、女子 12 名）の報告
書の内容からその効果を検証する。いずれも学生の記述
表現を基にしているため、その厳密さは今回は問題にし
ないこととする。 
学生は、あらかじめ用意された設問の内容に沿って自
由記述で回答した。全員が帰国後 10 日以内に報告書を
提出した。設問は以下の 7 項目である。 
① 参加の動機 
② 授業、大学主催の交流活動について 
③ 授業以外の活動について 
④ ホームステイや生活一般について 
⑤ 今回の留学を通じて得たこと 
⑥ 反省点 
⑦ その他参加希望者へのアドバイス 
 
①参加の動機 
 
情報提供方法の種類の有効性について検証するため、
学生が本プログラムを知ったきっかけについて分析した。
周知方法は、学生掲示板への掲示、図書館等共用施設の
玄関への掲示、学部１・２年生全員が履修する英語授業
におけるチラシ配布、第二外国語である中国語の授業で
のチラシ配布、及び国際交流センターホームページへの
掲載である。 
学生の記述内容の整理結果を表３に示す（一部複数記
述有り）。 
本プログラムを知ったきっかけについて 29 人中 14 人
が、授業で配布されたチラシを挙げていた。授業でのチ
ラシ配布は従来から実施してきたものであるが、学生へ
の周知方法として最も効果的であることが確認できた。
今回のチラシの内容としては、学生の現状（英語や中国
語の能力に対する自信の有無に関係なく参加可能である
こと）やニーズ（留学先としてのアメリカを加えたこと）
を踏まえたことで学生の関心を集めたものと思われる。 
 
表３ プログラムを知ったきっかけ（複数回答有り） 
情報提供方法 人数 
チラシ 14 
掲示版 4 
国際交流センターホームページ 1 
友人 1 
入学時オリエンテーション 1 
語学授業教員 4 
 
その他の方法についての回答数は表３のとおりであ
る（記述なしの学生は５名）。大学の公式な情報提供の方
法である学生掲示板への掲示で知ったと記述した学生は
8 
11 
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48 
65 
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その他
就職活動・進学への影響
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％
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４名であり、掲示のみでは学生になかなか情報が届かな
いようである。 
参加決意までの過程は学生によって様々である。「知
らない環境で、知らない人と共に生活することが怖く留
学したくなかったが、一度自分につらい経験をさせるの
もいいだろうと思った」という学生もいる。前述のアン
ケート結果にもあるとおり、多くの電気通信大学の学生
にとって語学力に対する不安は非常に大きく、留学をた
めらう要因のようである。 
高校時代から、大学入学後は留学することを決めてい
たと記述した学生もいた。 
近年は高校時代に修学旅行などで既に海外を経験し
ている学生も増えている。しかし、団体行動であり、ま
た期間も短いため物足りなさを感じ、次の機会を探して
いた学生も多いようである。 
特にアリゾナ州立大学のプログラムに参加した学生
の動機として、アメリカが派遣先に新たに追加されたこ
とを多くの学生が挙げていた。前述の学生アンケートか
らもわかるとおり、留学希望先として圧倒的に人気があ
るのはアメリカであるため、やはり大学として学生のニ
ーズを踏まえたプログラムを提供していくことは重要だ
と考える。 
オーストラリアを選んだ理由としては、治安が良いこ
と、期間が５週間と長めであること、などが挙げられて
いる。 
中国を選んだ理由は、複数の学生が「第二外国語で履
修している中国語の授業が好き」としていた。また「ア
メリカに行きたかったが費用が高かった」との意見もあ
った。 
 
②授業、大学主催の交流活動について 
 
留学先での授業は平日の半日程度であり、比較的自由
時間が多い。自由時間には、大学主催の様々なイベント
が企画されている。学生には授業だけではなく、これら
の活動にも積極的に参加するように事前に促していた。
こうした活動には学生の興味に応じて多くの学生が参加
した。活動参加が語学習得だけでなく、他の留学生や現
地の学生との交流を通した異社会や異文化の理解にとっ
て有効であったと 80％以上（24 名）の学生が報告書に
記載している。 
 
③授業以外の活動について 
 
 現地の学生との交流として大学のサークル活動に参加
した様子も報告されている。また近くの観光地の散策、
レストランの探索、買い物、スポーツ観戦、バーベキュ
ーなどそれぞれ楽しんでいた様子が分かる。日本人同士
でしか行動できなかった学生もいれば、ホームステイ先
のルームメイトや、クラスの外国人学生と積極的に交流
をし、コミュニケーションを経験している学生もいる。
これらの活動については全員の報告書に記載があった。 
 
④ホームステイや生活一般について 
 
滞在形態に関しては、英語圏については、従来から原
則としてホームステイとしている。今回のプログラムで
は、中国留学（寮生活）の５名を除いて 24 名中 21 名が
ホストファミリーとの有意義な交流の様子を報告してい
る。 
 
⑤今回の留学を通じて得たこと 
 
この項目については、a）語学力、b）異文化理解、c）
日本への理解の小項目に分けてまとめる。 
 
a）語学力について 
短期海外研修の語学面での効果については、主観的評
価（アンケート等）・客観的評価（TOEFL、TOEIC 等）
に関し様々な研究報告[3,4,5]がある。 
客観的評価である研修参加前後のテストの得点差に
関する研究報告の分析[5]によるとリスニングや総合点
に有意差のある報告事例が多いとのことである。これら
の文献によると参加者自身の主観的評価（本報告のよう
なアンケートや報告書等での記述）は、テストに基づく
客観的評価とほぼ一致し、特にリスニングでは 10％前後
の伸び率と報告されている[5]。本学では現在のところ定
量的な調査は行っていないが、学生からの報告内容（報
告書および後日開催の報告会での発言）から語学面に関
する学生自身の主観的評価についてまとめる。 
参加した授業クラス（英語の場合）では、文法やライ
テイングは問題なくこなせている。課題としていたリス
ニング力、スピーキング力、英語力（総合的な力）につ
いては、そのいずれか（または複数）が当初より向上し
たと記述した学生は 55％（16 名）であった。 
また報告会において、帰国前後で TOEIC のスコアが
200 点以上伸びたとの報告も複数学生からあった。 
以上より、本人の素質や努力にもよるだろうが、他大
学での実施結果と同様に、１ヶ月程度の語学留学であっ
ても語学面に関し、大きな成果を期待できることが分か
る。ただし短大学生の場合であるが、研修前後でリスニ
ングや総合力が上がったのは、研修前の能力が下位群の
場合であるとの指摘もある[4]。電気通信大学の場合につ
いてもこうした観点での検証も必要であろう。 
 
b) 異文化理解について 
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留学先の文化、あるいは留学先に来ている他国の学生
の出身国文化に触れて、その理解の必要性を強く感じた
学生も多く、このことを記載した学生は 27.5%（８名)
であった。 
 
c）日本への理解について 
非日本人との交流・会話の中で日本そのものや日本文
化自体への理解不足、あるいは日本の良さ（例えば、日
本の交通機関の時間の正確さ）を実感した学生もいた。 
 
⑥反省点 
 
この項目では、記載内容を a）反省点、b）今後への意
欲、c）今後の目標の小項目に分けてまとめる。 
 
a）反省点 
語学に関しては、「日本でもっと勉強しておくべきだ
った」と書いた学生がいたように、事前学習の必要性を
記述した学生は多く、34.5%(10 名)が記述した。特に社
会的事象や生活に関連する語彙力、会話力、スピーチの
表現力の必要性を指摘する学生は多い。 
 
また現地の様々な状況（交通事情、地理、Wi-Fi 環境、
街の状況、観光地、風俗・習慣など）について事前に調
べておくことの必要性を挙げている。 
 
b）今後への意欲 
今回の留学を通して、海外渡航への不安の消失、積極
性を含めた海外での生活に関する自信、あるいは今後の
語学学習への努力の決意など、今後の意欲を記述した学
生は 34.5%(10 名)であった。一例を挙げると、「今回の
留学では自分に自信を持つことができたとともに、とて
も良い刺激を受けました。みんな積極的に自分を出して
いく社会なのでそれにつられて自分もアクティブになれ
たように思います」との記述もあった。 
 
c）今後の目標 
今後の目標として、交換留学、長期留学などを具体的
に挙げた学生が 13.8%(４名)であった。前項の「今後へ
の意欲」の向上を挙げた学生と併せて考えると今回の留
学が効果的であったと考えられる。岩城（2012）は、短
期英語研修に参加し、その後、交換留学が決定した学生
(12 名)の全員が事前の短期研修は交換留学に対する意識
向上、有効性の観点で良い影響を与えたと指摘している。 
 
⑦その他参加希望者へのアドバイス 
 
語学留学への参加希望者へのアドバイス欄には、力強
いメッセージが溢れた。例を三つ挙げる。 
 
・英語が苦手な人に特に行ってほしいと思います。この
留学のために一歩踏み出すだけで希望に満ちた世界が
広がり、今までになかった自信もつきました 
・留学をしようか迷っている人はけっこうたくさんいる
と思いますが、ほとんどの人は決断できずに行けなか
ったという結果になっていると思います。自分もそう
でしたが、自分を変える大きなチャンスです。人生が
変わります。少しでも興味があるならぜひ挑戦してみ
てください！ 
・この留学がなかったら何の目標もなく淡々と日々を過
ごしていたと思います。海外は初めてでいきなり 1 ヶ
月という事で緊張もしましたが、毎日新しい発見があ
りとても刺激的でした。中国語が何も話せない状態で
行っても心配はいらないと思います 
 
学生の報告書からは、語学留学を通じてそれぞれの学
生が内容の濃い充実した経験を得たことがわかる。効果
の程度や内容については人それぞれだが、語学力の向上
だけでなく、継続的な語学学習への意欲向上、新たな目
標の発見など一回り成長して帰国した様子が伝わってく
る。どの学生も約１ヶ月間という短期間ではあるが、有
意義な経験として受け止め、多くのことを学び吸収した
ことがわかる。 
 
6 まとめと今後の課題 
 
本稿では、留学説明会参加者を対象としたアンケート
などから、電気通信大学学生の留学に対する意識などに
ついて整理・考察した。また、大学として 1 ヶ月程度の
短期語学留学プログラムを拡充するにあたり、実際に参
加した学生にとっての効果を把握するため、参加学生の
報告書に基づき検証を行ったものである。 
報告書からは、語学面に関しては特にリスニング力の
向上が認められる他、語学留学への参加が、英語学習の
重要性を再認識する契機となっていることがわかった。   
また、クラスメイトやホストファミリーをはじめとし
た様々なバックグラウンドを持つ人々との出会いを通じ
て、異文化への理解を深めるなど視野を広げている。さ
らに、より長期の留学への関心を含む新たな目標を見つ
けるなど、次へのステップへの足掛かりとなった学生も
多い。 
今後もデータ収集と効果測定を継続し、安定した分析
結果を得るとともに、これらを基礎として、時代の要請
に合った、そして教育的効果の高い多様な海外研修プロ
グラムを提供する努力をしていく必要がある。 
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